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6 商工費 

 

1 商工費    2 商工振興費 

[担当：産業振興課] P.175 

2001  商工業振興助成に要する経費  22,460,000 円（22,835,000 円） 

[その他 1,200,000 円  一財 21,260,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[使用料:駐車場使用料 1,200,000 円] 

○ 目的 

市内の商工会や商店街への助成等を行うことにより、市の商工業の発展に寄与すること

を目的とする。 

○ 内容 

(1)商店街活性化事業補助金                       1,490,000 円 

･商店街活性化事業補助金 6 団体 950,000 円 

･駅周辺活性化事業補助金 3 団体 540,000 円 

(2)商工会事業補助金 16,873,200 円 

･取手市商工会職員の人件費 

(3)とりで産業まつり補助金 2,000,000 円 

 （期 日）平成 27 年 11 月予定 

（場 所）取手緑地運動公園 

（参加者）45,000 人見込み 

 (4)藤代商工祭補助金               1,000,000 円 

    （期 日）平成 27 年 9 月予定 

（場 所）藤代地区商店会大通り 

（参加者）10,000 人見込み 

 

[担当：産業振興課] P.175 

2101  中小企業事業資金融資あっ旋事業に要する経費 95,046,000 円（95,536,000 円） 

[その他 35,008,000 円  一財 60,038,000 円］ 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入:自治金融資金貸付金元利収入 35,008,000 円] 

○ 目的 

市内の中小企業者に対する事業資金の保証あっ旋をすることで、市内中小企業者の金融

の円滑化を図り、企業の安定と繁栄に寄与することを目的とする。 

○ 内容 

取手市中小企業事業資金融資あっ旋制度 

茨城県信用保証協会を公的保証人とすることで事業資金の借入を円滑にするとともに、

市内金融機関に 1 年間の預託を行うことにより融資実行利率を低利に抑え、制度の基盤を

強固なものにする。 
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また、制度利用者に対し、保証料を補助することで制度利用者の負担軽減を図る。 

･制度の概要 

制   度 自 治 金 融 振 興 金 融 

内   容 1,000 万円 返済 7 年 2,000 万円 返済 7 年 

保 証 料 年 0.45～1.9%（平均で 1.15% 10 万円で約 3,200 円） 

･保証料補助の内訳 

制 度 金 額 備 考 

自治金融 34,537,000 円 新規 225 件 19,345,838 円、過年度 585 件 15,191,254 円 

振興金融 20,609,000 円 新規 60 件 11,157,854 円、過年度 159 件  9,450,368 円 

計 55,146,000 円 

自治金融･振興金融保証債務残高 

4,415,044,000 円(1,087 件) 

※平成 26年 12 月末現在 

･預託金、寄託金 

制 度 金 額 備 考 

自治金融預託金 35,000,000 円 
市内金融機関 7行に預託 

(平成 27年 10 月 15 日～平成 28 年 10 月 15 日) 

損失補償寄託金 4,900,000 円 茨城県信用保証協会に寄託 

 

[担当：産業振興課] P.175 

2701 中小企業育成事業に要する経費 1,000,000 円（1,000,000 円） 

[一財 1,000,000 円] 

○ 目的 

中小企業等が市の個性及び資源を活用し、新商品の開発、事業化その他の手法により地

域ブランドを創造し、新たな事業活動を促進することを支援する。 

○ 内容 

産業振興チャレンジ支援事業補助金 1,000,000 円 

中小企業等が新商品を開発するリスク等を軽減するため、事業費の 1/2(上限 100 万円)

を助成し、事業者の開発意欲の促進、事業拡大など市内産業の振興を図る。 

  

[担当：産業振興課] P.176 

2801 産業振興に要する経費 88,159,000 円（86,190,000 円） 

[一財 88,159,000 円] 

○ 目的 

市内経済活動の活性化のため、市内企業･事業所の振興策の強化を図る。また、市経済の

発展及び雇用機会の拡大に結びつく企業･事業所の事業拡大に対し支援する。 

○ 内容 

産業活動支援条例に基づく奨励金 87,492,000 円（85,747,000 円） 

企業･事業所の事業拡大に対し、産業活動支援条例に基づき、施設奨励金及び雇用促進奨

励金を交付し、地域経済の活性化を図る。 
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[担当：産業振興課] P.176 

2901 空き店舗活用事業に要する経費 2,200,000 円（2,200,000 円） 

[一財 2,200,000 円] 

○目的 

 空き店舗の有効利用及びまちの賑わいづくりの促進のため、空き店舗に出店する者に対

し、取手市空き店舗活用補助金交付要綱に基づき支援する。 

○内容 

 空き店舗活用事業補助金 2,200,000 円 

項  目 補助率 補助対象経費の上限額 

店舗改装費 2 分の 1以内 100 万円以内 

店舗の賃借料 2 分の 1以内 月額 5万円以内で 1年間 

 

[担当：産業振興課] P.176 

3001 ふるさと取手応援寄附金推進事業に要する経費 106,000 円  新規 

[一財 106,000 円] 

○目的 

 「ふるさと取手応援寄附金」の魅力化を図るとともに市内物産品、農産品、及び産業品

を幅広く PR し、市内産業の振興･活性化を図る。 

○内容 

 「ふるさと取手応援寄附金」に一定額以上の寄附をいただいた方に対して、市内物産品、

農産品、及び産業品をお礼の品として送付する。 

 

1 商工費    3 労働対策費 

[担当：産業振興課] P.177 

2001 労働対策に関する経費 2,350,000 円（2,159,000 円） 

[その他 11,000 円 一財 2,339,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入:雇用保険料本人負担分 11,000 円] 

○ 目的 

利便性の高い市民サービスの向上を推進するため、平成 19 年 10 月開設の取手市地域職

業相談室(通称：取手市ふるさとハローワーク)において、国と市が連携しながら、職業相

談、職業紹介サービスを提供し、安定した雇用機会の確保、就職の促進を図る。 

○ 内容 

 施設(94.08 ㎡)を藤代庁舎 2階に設置し、国と市の共同で管理運営を行う。 

 

業務時間 毎週月～金曜日 午前 9時～午後 5時 

主な業務 職業相談、職業紹介と求人情報の提供 

相 談 員 国 3名 受付事務 市 2名 
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[担当：産業振興課] P.178 

25  生涯現役･全員参加･世代継承型雇用創出事業に要する経費  18,836,000 円

（22,770,000 円） 

[国･県 18,836,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[県補：生涯現役･全員参加･世代継承型雇用創出事業補助金 18,836,000 円] 

○ 目的 

 被災地域において、被災求職者の安定的な雇用機会を創出すること及び若者･女性･高齢

者･障害者が活躍できる雇用機会を創出することを目的として、高齢者から若者への技能伝

承、女性、障害者等の積極的な活用、地域に根ざした働き方など雇用面でのモデル性があ

り、将来的な事業の自立により雇用創出を図る。 

○ 内容 

                                （単位：円） 

事業名 担当課 事業概要 雇用数 事業費 

2501 買い物弱者

支援事業に関す

る経費 

産業振興課 

既存スーパーの撤退、地元商店街の

衰退、市民の高齢化に伴う潜在的な

買い物弱者への買い物環境の改善

を図るために市内 19 地点に移動販

売車を巡回する。 

2 人 6,706,000 

2502 産 業 振 興

ICT推進事業に関

する経費 

産業振興課 

フェイスブック等を活用し、あらゆ

る産業での取手ブランドを全国に

発信するとともに市内事業者相互

の参加による異業種間交流の促進。 

市物産品のインターネット販売「と

りで本舗」や各種イベントでの PR

販売による販路拡大を行い、市産業

全体の活性化を図る。 

3 人 12,130,000 

 

[担当：下表のとおり] P.178 

27  震災等緊急雇用対応事業に要する経費  58,449,000 円（17,039,000 円） 

[国･県 58,305,000 円  その他 144,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[県補：震災等緊急雇用対応事業補助金 58,305,000 円] 

[諸収入：雇用保険料本人負担分（震災等緊急雇用対応事業） 144,000 円] 

○ 目的 

 被災地において、被災求職者の一時的な雇用機会を創出することにより雇用の場を確保

し、生活の安定を図る。 
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○ 内容 

                                （単位：円） 

事業名 担当課 事業概要 雇用数 事業費 

2701 産業振興震

災対応事務補助

事業に関する経

費 

産業振興課 

震災以降に行われてきた中小企業

者支援制度や震災対応緊急雇用創

出事業の期間が延長されたことに

よる窓口業務及び事務量増加に伴

う人員不足解消のため臨時職員を

雇用する。 

1 人 1,599,000 

2702 道路施設管

理事務事業に関

する経費 

管理課 

市道及び道路施設等(街路灯、防犯

灯)の台帳整理、窓口対応、その他

管理事務全般を行う。 

2 人 4,183,000 

2703 市営住宅等

施設整備事業に

関する経費 

管理課 
市営住宅施設等の整備(草刈･補修･

清掃等)を行い環境を整える。 
2 人 6,491,000 

2704 市民税課税

補助事業に関す

る経費 

課税課 

申告や税金に関する問い合わせ、窓

口業務及び税務システムの入力を

迅速・適正に行うため、臨時職員を

雇用し、効率化を図る。 

2 人 2,565,000 

2705 子育て支援

事務効率化事業

に関する経費 

子育て 

支援課 

臨時職員 1名を雇用することで、被

災者に雇用の場を提供し、子育て支

援課の事務（保育所入退所･管理事

務、児童相談システム入力作業、諸

手当申請書受理ほか窓口事務全般）

の効率化を図る。  

1 人 1,275,000 

2706 農政事務補

助事業に関する

経費 

農政課 

臨時職員 1 名を雇用することによ

り、市民農園管理や窓口事務等の効

率化を図るとともに、被災者に雇用

の場を提供する。 

1 人 1,188,000 

2707 保育所事務

効率化事業に関

する経費 

子育て 

支援課 

事務職専用の臨時職員を公立保育

所 4か所に各 1名配置し、保育士が

保育に専念できるようし、保育士不

足の解消と保育所の事務効率化を

図る。 

4 人 5,098,000 

2708 街路灯プレ

ート表示整備事

業に関する経費 

管理課 

旧藤代町地区に設置されている街

路灯のプレート表示を、藤代町から

取手市に訂正し整備を図る。 

2 人 6,493,000 

2709 道路施設維

持補修事務事業

に関する経費 

管理課 

市道における道路施設(道路･側溝･

安全施設等)の維持補修の事務処理

を行い、迅速に対応できる体制を整

える。その他、維持補修係事務全般

の補助を行う。 

1 人 2,093,000 
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2710 公園利用促

進事業に関する

経費 

水とみどり

の課 

公園の遊具やベンチ等の施設の点

検を行い、軽微な補修を実施する。

また、公園の利用に必要な有料施設

及び無料施設の受付、公園施設の利

用料に係る減免申請書及び公園使

用申請書等の処理業務に専属の職

員を配置し、迅速な事務処理を行

う。 

2 人 6,342,000 

2711 観光促進 

PR 事業に関する

経費 

産業振興課 

平成27年度は市政施行45周年の節

目にあたり、取手市を紹介する観光

パンフレットを3万部作成し配布す

ることにより、観光 PR や入込客数

の増加を図る。 

4 人 21,122,000 

 

1 商工費    4 働く婦人の家・勤労青少年ホーム管理費 

[担当：産業振興課] P.182 

2001  働く婦人の家・勤労青少年ホーム管理運営に要する経費  12,845,000 円 

（26,807,000 円） 

[その他 929,000 円  一財 11,916,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[使用料:働く婦人の家･勤労青少年ホーム使用料 840,000 円] 

[諸収入:コピー使用料 84,000 円] 

[諸収入:雇用保険料本人負担分 5,000 円] 

○ 目的 

利用者が余暇を使い趣味の活動や学習活動をするために運営し、施設を良好な状態に保

つために維持管理を行い、利用環境の充実に寄与する。 

○ 内容 

働く婦人の家の適切な維持管理を行う。主な経費は一般職非常勤報酬、需用費、委託料、

負担金、補助及び交付金である。 

  ・一般職非常勤報酬 3,274,000 円 

・需用費        4,815,000 円（光熱水費、修繕料、他） 

  ・委託料         3,589,000 円（施設の清掃管理委託、夜間管理委託、他） 

  ・負担金       553,000 円（下水道受益者負担金） 

 

[担当：産業振興課] P.183 

2101 働く婦人の家・勤労青少年ホーム活動に要する経費  557,000 円（802,000 円） 

[その他 284,000 円  一財 273,000 円］ 

＊ 特財積算根拠 

[諸収入:講座参加個人負担金 284,000 円] 

○ 目的 

  働く婦人及び勤労青少年の福祉の促進と健全な育成を図る。 
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○ 内容 

  主催講座実施予定 

講 座 名 開催回数 
参加人数見込 

(延べ人数) 

簿記(3 級) 40 回 600 人 

しめ飾り  1 回  30 人 

 

1 商工費    5 消費生活対策費 

[担当：産業振興課] P.184 

2001 消費生活対策に要する経費 8,026,000 円（8,039,000 円） 

[国･県 1,763,000 円  その他 27,000 円  一財 6,236,000 円] 

＊ 特財積算根拠 

[県補:消費者行政推進交付金事業費補助金 1,763,000 円] 

[諸収入:雇用保険料本人負担分 27,000 円］ 

○ 目的 

消費者の利益の擁護及び増進に関する対策の推進を図り、消費生活に係る知識の普及と

情報の提供に努め、市民の消費生活の安定と向上を確保することを目的とする。 

○ 内容 

(1)消費生活展委託料 650,000 円 

消費者団体等が、消費生活に関する題材を多面的かつ具体的に取り上げ、一般消費

者の方たちへ問題提起や知識の向上を目的とした啓発活動である。 

(2)消費生活センター相談業務 

商品やサービスの契約及び多重債務等に関する相談、苦情、問い合せを受け付け、

助言･斡旋･情報提供などを行う。また、消費者の自立を促し消費者被害の未然防止を

図る。 

業 務 日 月曜日～金曜日 

相談時間 午前 9時～午後 4時 

相談員数 3 人 

 

1 商工費    6 観光費 

[担当：産業振興課] P.185 

2001 観光事業に要する経費 31,873,000 円（31,058,000 円） 

[一財 31,873,000 円] 

○ 目的 

取手市を全国に発信し、観光事業の振興を図るため、市観光協会の各事業への助成等を

行い、郷土愛の高揚に貢献する。 

○ 内容 

(1)小堀古利根周辺の清掃管理委託料 360,000 円 

(2)漫遊いばらき観光キャンペーン推進協議会負担金 550,000 円 

 （茨城県国際観光キャンペーン地区推進協議会負担金 70,000 円含む） 
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(3)取手の夏まつり事業補助金 200,000 円（一般公募補助事業） 

(4)市観光協会補助金 30,743,000 円 

イベント名 実施予定期日 場 所 参加者見込み 

第 38回こども天国 平成 27 年 4 月 29 日 取手緑地運動公園 10,000 人 

第 62 回とりで利根川大花火 平成 27 年 8 月中旬 取手緑地運動公園 100,000 人 

第 49 回とりで利根川 

たこあげ大会 
平成 28 年 1 月 取手緑地運動公園 4,700 人 

第 46 回とりで利根川 

どんどまつり 
平成 28 年 1 月 取手緑地運動公園 2,500 人 

第3回とりで観光フォトコンテ

スト 
平成 28 年 2 月中旬 ふじしろ図書館 － 

第 12 回桜ライトアップ事業 平成 28 年 3 月下旬 
老人福祉センター 

｢さくら荘｣ 
－ 

 


